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　昭和 61（1986）年から取り組んできた本市の行財政改革は、
平成 22 年度から第 5 次の改革に取り組んでいきます。
　市民のみなさんに満足していただける行政サービスの提供
と、安定した財政基盤の構築のための、改革の取り組みについ
て紹介します。

問い合わせ先　市役所本庁舎行財政改革課 (0857) 20-3164
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第
5
次
大
綱
の
め
ざ
す
と
こ
ろ

　

昭
和
61
年
に
開
始
し
た
第
１
次

行
政
改
革
大
綱
で
は
「
簡
素
で
効

率
的
な
行
政
運
営
」
を
目
標
に
定

め
、
市
民
参
画
の
促
進
に
努
め
、

第
３
次
改
革
ま
で
同
様
の
テ
ー
マ

で
取
り
組
み
ま
し
た
。
平
成
17
年

に
始
ま
っ
た
第
４
次
大
綱
で
は
、

「
市
民
等
と
の
協
働
に
よ
る
都
市

経
営
」
の
た
め
、
協
働
の
ま
ち
づ

く
り
を
推
進
し
ま
し
た
。

　

来
年
度
か
ら
始
ま
る
第
５
次
大

綱
で
は
、
市
民
の
み
な
さ
ん
と
の

協
働
を
進
め
、
地
域
の
課
題
対
応

力
を
高
め
ま
す
。
ま
た
、
限
ら
れ

た
財
源
の
中
で
、
事
業
の
選
択
と

集
中
を
一
層
強
化
し
て
、
安
定
し

た
財
政
基
盤
の
構
築
と
、
簡
素
で

効
率
的
な
市
役
所
の
執
行
体
制
づ

く
り
を
進
め
、「
地
域
と
と
も
に
発

展
す
る
自
立
し
た
都
市
経
営
」
を

め
ざ
し
ま
す
。

５
年
間
の
目
標

　

第
５
次
大
綱
は
、
平
成
22
〜
26

年
度
の
５
カ
年
間
を
実
施
期
間
と

し
て
い
ま
す
。
こ
の
間
に
、
次
の

２
点
を
実
現
す
る
こ
と
と
し
て
い

ま
す
。

①
地
方
債
（
借
入
金
）
の
償
還
や

資
金
不
足
に
備
え
、
安
定
し
た

行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た

め
の
基
金
（
貯
金
）
を
25
億
円

以
上
ま
で
積
み
立
て
ま
す
。

②
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
や
改
革

意
欲
の
高
い
組
織
風
土
づ
く
り

の
た
め
標
準
的
な
事
務
処
理

を
、
現
在
よ
り
平
均
20
㌫
以
上

ス
ピ
ー
ド
ア
ッ
プ
し
ま
す
。

３
つ
の
柱

　
　

市
民
等
と
の
協
働
の
推
進

　

市
民
の
み
な
さ
ん
と
と
も
に
、

よ
り
良
い
ま
ち
づ
く
り
を
行
う
た

め
、
わ
か
り
や
す
さ
を
重
視
し
た

情
報
提
供
や
、
市
民
ニ
ー
ズ
の
把

本市の行財政改革の歴史

握
な
ど
、
情
報
交
換
を
積
極
的
に

行
い
ま
す
。

　

自
主
的
な
ま
ち
づ
く
り
活
動
や

市
民
・
事
業
者
・
Ｎ
Ｐ
Ｏ
な
ど
の

連
携
を
支
援
し
た
り
、
市
の
事
業

領
域
の
見
直
し
に
よ
り
民
間
活
力

を
活
用
し
た
り
し
て
、
市
民
の
み

な
さ
ん
と
行
政
と
の
適
切
な
役
割

分
担
を
行
い
、
参
画
と
協
働
の
ま

ち
づ
く
り
を
一
層
推
進
し
ま
す
。

　
　

持
続
可
能
で
安
定
し
た

　
　

財
政
基
盤
の
確
立

　

事
務
事
業
の
「
ス
ク
ラ
ッ
プ
・

ア
ン
ド
・
ビ
ル
ド
」
を
一
層
進
め

な
が
ら
、
優
先
度
の
高
い
事
業
へ

限
ら
れ
た
財
源
を
重
点
配
分
す
る

し
く
み
を
作
り
ま
す
。

　

ま
た
、
市
有
資
産
の
効
率
的
な

管
理
・
利
活
用
や
、
債
務
の
圧
縮

に
努
め
ま
す
。

　
　

効
率
的
な
業
務
プ
ロ
セ
ス
と

　
　

高
度
な
執
行
体
制
の
確
立

　

あ
ら
ゆ
る
施
策
に
「
計
画
→
実

施
→
点
検
・
評
価
→
見
直
し
」
の

サ
イ
ク
ル
を
組
み
込
み
、
目
標
管

理
型
の
施
策
実
施
に
取
り
組
み
ま

す
。

　

ま
た
、
多
様
な
行
政
ニ
ー
ズ
や

行
政
課
題
に
即
応
で
き
る
改
革
意

識
の
高
い
組
織
風
土
づ
く
り
に
取

り
組
み
ま
す
。

第 1 〜 3 次行政改革
（昭和 61 〜平成 16 年度）

簡素で効率的な行政運営

市
民
参
加

の
促
進

第 4 次行財政改革
（平成 17 〜 21 年度）

市民等との協働による
都市経営

協
働
の

ま
ち
づ
く
り

第 5 次行財政改革
（平成 22 〜 26 年度）

地域とともに発展する
自立した都市経営

地
域
力
の向

上
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行財政の改革に引き続き取り組みます

市民等との協働の推進

持続可能で安定した財政基盤の確立

①参画と協働によるまちづくりの推進
　「鳥取市協働のまちづくり基本方針（仮称）」に沿った取り組みを推進します。
②地域力向上に合わせ進める都市経営の推進
　地域課題をビジネス的発想で解決したり、地産地消の取り組みをネットワーク化したりして、
地域の活力を都市づくりに活かします。
③行政の事務・事業領域の見直しおよび適切な業務分担
　事業の外部委託や民営化を推進します。
④市民ニーズの把握と的確な対応の徹底による市民満足度の向上
　「市民の声」データベースや市民満足度調査などを活用し、市民満足度の向上に努めます。
⑤行政手続・情報公開の適正化および情報提供の推進
　ホームページや市報などを活用し、広報媒体の特性を活かした効果的な情報提供を行います。

①長期的に持続可能な健全財政の堅持
　補助金の適正化や外部団体への負担金の適正化を図ります。
②税・税外収入の収納率の向上および使用料などの適正化
　「コンビニ収納」や効率的な徴収体制を検討します。
③市有資産の効率的な管理と整理・利活用の推進
　公共施設の整理・統廃合を進めるとともに、未利用財産の利活用を図ります。
④成果、優先度などに基づく事業の整理合理化
　事業評価のしくみの強化などを進め、各部が主体的に行う事業の選択と予算配分における説
明責任を高めます。
⑤経費の節減合理化
　入札制度の効果的な運用、環境に配慮した事業執行により経費を節減します。
⑥外郭団体の経営健全化の促進
　外郭団体の経営改善や統廃合の取り組みを進めます。
⑦公営企業などの経営健全化の推進
　水道や病院、下水道などの経営の健全化を進めます。
⑧新たな歳入確保につながる施策の推進
　経済活性化戦略、雇用創出プランなどにより、地域経済の活性化を推進します。

効率的な業務プロセスと高度な執行体制の確立
①総合計画における戦略的な事業執行管理の徹底
　総合計画を戦略的に実行するため、毎年進捗管理を行います。
②電子自治体の推進
　情報化推進方針に基づき、各種事務事業の効率化を進めます。
③業務実施手順の改善と業務執行の適正化による経営品質の向上
　各種事務事業の品質の向上、手順の簡素化などを推進します。
④組織・機構の見直し
　本庁、支所の効率的な組織体制の整備や職員配置などを行います。
⑤人的資源の有効活用
　行政経営感覚の向上、活力ある職場環境づくりのための職員研修を行います。
⑥定員管理の適正化
　定員適正化計画に沿って、職員の採用や組織・機構の見直しを行います。
⑦職員評価制度の見直しおよび給与制度の運用の適正化
　公平性、客観性、透明性のある職員評価制度の運用を図ります。

第 5 次行財政改革大綱の体系と主な取り組み

※詳しくは、本市ホームページをご覧ください。
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